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様式第 1号 

会 議 録 

会 議 の 名 称 令和 4年度 第 4回 所沢市環境審議会 

開 催 日 時 令和 5年 2月 3日（金）14：00～16:00 

開 催 場 所 所沢市役所高層棟 6階 604会議室 

出 席 者 の 氏 名 
天野正博、柴田晋吾、櫻井誠、秋元智子、大庭祥誠、坂根裕子、 

足立圭子、戸邊和幸、羽田野崇、川原博満、横内ゆり、倉片順司 

欠 席 者 の 氏 名 鈴木由紀子、石川桃子、神谷葵 

議  題 

１ 開 会 

２ 会議の運営についてご説明 

３ 議 事 

（１）（仮称）所沢市脱炭素ロードマップ（案）について 

（２）所沢市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（案）について 

（３）その他 

４ 閉 会 

会 議 資 料 

・ 資料 1-1 「(仮称)所沢市脱炭素ロードマップ」（案）  

・ 資料 1-2 マチごとゼロカーボン市民会議報告書（速報版） 

・ 資料 2 第 5章 所沢市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）

（案） 

・ 参考 1 令和 4年度所沢市の脱炭素化に関する意識調査【結果報

告書】 

・ 用語解説 

・ 令和 4年度 所沢市環境審議会委員名簿 

担 当 部 課 名 

 

環境クリーン部      部 長 並木 和人 

             次 長 稲子谷 昂子 

             次 長 大舘 真哉 

マチごとエコタウン推進課 課 長 吉田 美由紀 

主 幹 齋藤 伸宏 

副主幹 三浦 直子 

             主 任 濱本 恵代 

             主 任 佐藤 周平 

みどり自然課       参 事 池田 淳 

資源循環推進課      課 長 山屋 貴裕 

 

 

 

環境クリーン部マチごとエコタウン推進課 電話 04－2998－9133 
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様式第２号 

発言者 審議の内容（審議経過・決定事項等） 

事務局 

 

天野会長 

 

事務局 

 

 

 

事務局 

 

事務局 

 

 

 

天野会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

開会・あいさつ 

 

あいさつ 

 

出席者の確認、審議会規定より過半数の出席により会議の成立を

確認。所沢青年会議所 有村氏に代わり、所沢青年会議所 大庭委

員が委員に就任。 

 

傍聴者４名が入室。 

 

議題（１）（仮称）所沢市脱炭素ロードマップ（案）について 

資料 1-1 第 1章 及び資料 1-2に基づき事務局より説明。 

 

〈質疑応答〉 

今の説明に対して何かご意見あればお願いしたい。今回、市は市

民会議を開催した。先程の事務局の説明で新しい民主主義という話

をしていた。普通、民主主義は代表制民主主義を思い浮かべるが、

サイレント・マジョリティと呼ばれる一般の考えや意向を議論する

市民会議は主に欧州で始まった。代表制民主主義は選ばれた議員が

今の選挙民を考えて活動することが多いが、気候変動は 2030 年以

降から顕著化するため、声の出せない将来世代のことを考えなけれ

ばならない。こういう場合は一般市民の方が、より声の出せない世

代の意向を考えながら意見が出せるのではないかと考えられて新

しい民主主義と言われるようになった。それを頭に入れ、市民会議

の結果を踏まえながら、第一章の内容についてご意見を頂けたらと

思う。 

 

事前に頂いたので、感想を述べさせて頂く。市民会議では濃密な

議論ができたのではないかと思う。まず質問だが、優先順位のテー

マ設定が絞られる過程で、市民の方がどこに興味・視点を持ってテ

ーマを設定したのかをわかる範囲で教えて頂きたい。市民会議資料

を見ると再エネの促進が議論になっていたようだが、需要側対策を

もっとしっかりやっていくべきだと思う。消費が主になるかと思う

が、市民が環境に配慮したものを優先的に消費していくための需要

側の対策が必要になると考える。ところざわ未来電力などからの供
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

給を増やすことも必要だが、再エネ電気の購入など需要にもっと力

を入れていくべきではないか。4 つの柱の 2 つ目に「地球環境にや

さしいエネルギーを選択し」という文言があるが、「環境にやさし

い」は曖昧な感じがする。「持続可能な」「持続可能性の高い」な

ど、社会では言い方が変わってきている。ロードマップ全体を見る

と「持続可能性」という視点が少し足りないようにも感じた。「持

続可能性で所沢をどのようにしていくのか」というのが先にあり、

それに繋がる形でゼロカーボンシティの実現などを示していく形

がいいのではないか。 

 

まず市民会議でのテーマ設定に関して説明する。こちらは第 1回

の時に気候変動の現状と所沢の取組についてレクチャーした後、脱

炭素型のライフスタイル例や他の市のカーボンフットプリントを

示した上で、普段の生活で取り組めることを市民の方に考えて頂い

た。そのとき出された意見をカテゴライズした結果、商品選択や移

動といったテーマが浮かび上がってきたため、それをテーマに設定

した形になる。再エネ電気導入に関する需要側の対策に関しては、

ご指摘のとおりと思っている。4つの柱の 2つ目の表現についても、

この表現が確定というわけではないので、今後伝わりやすい表現や

社会に合った表現を検討していきたいと思う。 

 

再エネ電気需要対策について補足する。市民会議 3日目の『エネ

ルギーからゼロカーボンを考える』『住まいからゼロカーボンを考

える』の中で各ご家庭の電気の再エネ切り替えについて、情報提供

の上で参加市民にご議論頂いた。資料 1-2の P.7にあるとおり、施

策 12「再生可能エネルギー比率の高い電力（再エネ電力）への切り

替え促進」は、最優先施策支持率としてはエネルギーというテーマ

の中では一番低くなってしまった。ただ、委員のご指摘のとおりゼ

ロカーボンシティの実現のためには各ご家庭での再エネ電力への

切り替えが必須になるので、施策の 4 つの柱の中では 1 番目にも 4

番目にも該当すると考えている。そのあたりがきちんと見える形で

計画についても表現していければと思う。 

 

需要側対策が重要だと申し上げたが、それに対して柱 4番目の教

育のところで消費者側の意識変容やそのための情報提供・誘導に力

を入れると良いと思う。 
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委 員 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

天野会長 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

天野会長 

 

 

 

 

 

今回、市民会議では施策を複数挙げていただいた中で強弱をつけ

た結果、このような投票結果が出たのだと思う。さらにその施策の

深堀りや市民の理解を進めて推進していくことになるかと思うが、

こういった会議は今後も継続していくのか。今回はテーマ出しの意

味合いが強かったようだが、さらに啓蒙・推進していく上でこの会

議が何度も繰り返されていくものなのか。 

 

今回、非常に有意義な内容となり、行動変容という面では、可能

であれば毎年開催した方が継続性という意味で有効であるが、一方

でアウトプットとしては、集まって頂く市民の方にとって自分たち

の出した意見がどのように施策に結び付いていくのかがモチベー

ションとしても重要になっている。今回ちょうど環境基本計画の中

間改定にあたっている時期であるので、自分たちの意見が計画改定

に反映されるという点が参加市民の大きなモチベーションとなっ

ていた。ここで改定を終えてしまうと次の改定が 5年後ということ

になるので、アウトプットの目的を市としても考えていきながら今

後のあり方を検討していきたい。 

 

これからロードマップを作ることになるが、ここに市民会議の結

果をどう反映させるかが重要で、市民会議の結果をベースに我々が

議論できれば一番良いかと思う。将来同じようなことをやる時にも

「一度反映された」という実績は大切である。 

 

新しい暮らし方に関する議論はなかったのか。例えばコロナ禍で

のテレワークや DX、サブスクリプションの利用など、新しい暮らし

方が脱炭素に繋がるというような議論が若い人から出なかったの

か、何かあれば教えて頂きたい。 

 

DXやテレワークについては、コロナ禍以降生活も変わってきてい

ることから、市民の方からもかなり意見が出ていた。 

 

個人的に気になったのが、資料 1-2の P.21以降（参考資料：地区

ごとの対策アイデアの整理）について、東地区と中央・西地区とで

形がだいぶ違う。東地区では 2030 年までのことも結構書いている

が、中央地区と西地区では 2030 年を目途に中期的に取り組む内容

が少なく、ほとんど今何ができるか・来年からすぐ実行できること

が書かれている。こういったところも反映させるとなると、ロード
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マップも地区ごとに配慮しながらつくるべきなのかもしれないと

いう印象を持った。そのあたりも考えて頂ければと思う。西・中央

地区は今やりたいことや、市民が自分たちでやれることが多いと思

う。そこを行政がどう支援していくか。それも頭において頂きたい。 

 

本日、ご欠席されている委員より大きく二点ほどご意見を頂いて

いる。まず市民会議に関係して、①「市民 34万人に対して、参加者

51人は少なすぎる。何回でもいいので、市民会議を実施したら良い

と思う」、②「市内各地区・地域において、気温などの環境特性が

異なるため、それぞれ地球温暖化に対する捉え方や対策も異なると

思う。各行政地区に出向いての市民会議も良いと思う。その場合、

小学生高学年以上を対象として若い人を必ず入れていただいて、か

つ環境推進員も入れていただきたい」、③「大人と未成年の意見の

違いも知りたい」。こちらに関しては、ご意見として参考にさせて

頂く。③については 3月頃に市民会議報告書の詳細版を出す予定な

ので、そちらをご覧頂きたいと思う。 

次に、4 つの施策の柱の再エネの推進について、「所沢市では太

陽光発電がメインだと思うが、ソーラーパネル自体には永続性はな

く、約 20年超ごとに廃棄・生産を繰り返すため、廃棄物問題が出て

くる。したがって、施策の柱の筆頭には、やはり省エネがくる。そ

して、再エネ対策は、パネルの廃棄物問題への備えとセットだと申

し上げたい」との意見があり、こちらも今後の参考にさせて頂く。 

 

議題（１）（仮称）所沢市脱炭素ロードマップ（案）について 

資料 1-1 第 4章に基づき事務局より説明。 

 

〈質疑応答〉 

資料の 1-1 の P.20 について、2050 年度に向けた削減シナリオに

関する 3つの要素があるが、この 3つには優先順位はないのか。「ま

ず、どうしても使わなければならないエネルギーをできるだけ削減

し、その上で必要な電気や熱を脱炭素由来のものにし、残ったエネ

ルギーの種類を変える。まずは使う分を削減する。」という文言を

文章の方に少し追加できないかと思う。P.20下の図でも①②③と表

記もあり、なるべくこの順序で進めていくという考えを反映させて

頂ければと思う。 

2点質問である。P.25に「商品の原料割合や産地、カーボンフッ

トプリントの明示化を推進します。」とあるが、これはどこから情
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

天野会長 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

天野会長 

 

 

 

委 員 

 

 

 

報を持ってくることを想定されているのかお聞きしたい。また、

P.30のエコ通勤がどういうものなのか、具体的な事例があれば「〇

〇などの」といった書き方をしていただけると助かる。 

 

優先順位を文章に記載するというご意見については、ぜひきちん

と記載したい。P.25のカーボンフットプリントについては、検討段

階ではあるが、市民会議でレクチャーして頂いた先生からもご意見

を頂きながら考えたいと思う。エコ通勤に関しては、所沢市で以前

実施していたものとしては「マイカー自粛の日」の設定などがある。

幅を持っている言葉のため、具体的な話に落とし込んで記載できれ

ばと思う。 

 

委員のご意見に追加することになるが、P.20の 3つの要素につい

て、所沢市がどこを重視して取り組むかというのは発信できると思

う。「③利用エネルギーの転換」は国の政策になると思うが、「②

エネルギーの脱炭素化」は太陽光発電などの利用や、他の地域と協

力しながら進めることもある。一番単独で取り組めるのは「①エネ

ルギー消費量の削減」であると思う。そのようなことも少し考えな

がら表現を変えて頂くと良い。 

 

今のご意見に関連するかもしれないが、P.24以降、たくさんの施

策がずらずらと並べて書いてあり、非常にわかりにくい。大切な項

目や関連する削減シナリオの要素を明示化したりグループ化する

とわかりやすくなるのではないか。ただ並べてあるだけだとどの対

策がどの程度効くのかわからないし、思いつきのように色々書いて

いるようにも思える。例えばマイカーの利用自粛についても具体的

な施策の記載がないが、ただ自粛してほしいと呼び掛けても効果が

ないと思う。インセンティブをつけるなど、何らかの方法が必要。 

 

例えば、食品ロスに関係するものだけ集めるなど、施策が反映し

やすい構造をつくると良いと思う。これはまたここで議論してもい

いと思う。そういったところもお願いしたい。 

 

市民会議の P.7のところで、「再生可能エネルギー比率の高い電

力（再エネ電力）への切り替え促進」の最優先施策支持率が 4.3%し

かない。選ばれた人でもこれだけしか意識がないのかと驚いた。そ

れはなぜかと考えると、事業者アンケートの結果と同様に、コスト
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委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

天野会長 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

天野会長 

 

 

 

 

 

 

 

とノウハウが足りないのだと思う。情報がないから「再エネに切り

替えよう」と思わないのではないか。家庭においても相談窓口や補

助金などを充実させて、何か働きかける必要があると思う。 

 

東京都は再エネ電気に切り替えると補助金があると思う。千代田

区なども補助金を給付するなどインセンティブをつけて誘導する

施策がある。再エネ電気の導入にあたって、非常に情報が足りてい

ないと思う。価格などについて消費者の方はたくさん不安を持って

いるので、行政として情報を提供していくことが重要ではないかと

思う。ゼロカーボンシティの実現に向けたロードマップを見ると、

市民の方に情報を提供した上で選択してもらうことが重要だと思

う。そのあたりはしっかりと書き込んで頂きたい。 

 

今のご意見に関連すると、2030年の所沢市の二酸化炭素排出量は

国の電源構成によって著しく変わってしまう。ところが、個々の世

帯が再エネに切り替えていけば、国の電源構成が多少変化しても所

沢市としては削減できるという計算の仕方に変えていくと良いの

かもしれない。国の電源構成だけにとらわれず、ところざわ未来電

力なども活用しながら、家庭における電力についての再エネへの切

り替えも考慮しても良いかもしれない。 

 

P.24からたくさん施策が列挙されているが、各家庭でそれぞれ課

題が違うと思う。そこからさらに課題が生まれてきてしまうという

こともあると思うので、カーボンニュートラルの意識を促したりす

るなど、施策を推進することももちろんのこと、どのように進めて

いくかポイントごとにスポットを当てて、例えば、地域ごとにも経

済面などの課題があると思うので、そのようなところからでもたく

さんの課題が出てくると思う。 

 

今の委員の話は市民会議の P.7 における施策 11・12 と関係があ

ると思うが、おそらく自宅の屋根や農地に太陽光発電を設置すると

いうところは所沢では関心が高いと思うが、実際に導入する余裕が

ないと難しい。そのような時に別のやり方を考える方法もある。例

えば、地域におけるメガソーラーに対して市民が投資をするなど。

所沢市でできる方法での CO2 削減を考えることも大事で、それが市

民会議で出した意向にもなってくると思う。 
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委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

参考１の企業に対してのアンケート回収率が低いという結果に

ついて、企業においてもそれぞれの意識に差がある。大きなグロー

バル企業は世界中から圧力もあり、かなり進んでいるところもあれ

ば、一般の町工場や商業施設になると関心がないところもある。企

業において経済合理性で動くということはやむを得ないことだと

思うので、何らかのインセンティブは必要だと思う。補助金につい

ても、国や県の方から出して頂いているが、どうしても使いづらい

ところがある。そのようなところを改善する必要があると思ってい

る。また、アンケート調査における企業の数が少ないという気がし

ており、それがダイレクトに反映されていることが良いことなのか

どうかわからないが、もう少し幅広く意見が聞ければ良いと感じ

た。さらに、P.21でコラムというのがあり、非常にわかりやすいが、

先程の委員のご意見で需要家について考えていかなければいけな

いというお話があった。例えば、太陽光発電を家に設置して太陽光

発電が稼働している昼間に、洗濯や掃除を行うことは環境に良いこ

とはわかるが、夕方以降に電気を使用するとなると、太陽光発電が

稼働していないので、どこかからか調達してきた電気を使用すると

いうことになると思う。やはり主体が太陽光発電になれば、その電

力をどのようにうまく使っていくかということに主眼を置く必要

があると思っており、数字合わせだけではなかなか厳しいと思うと

ころがある。最近のエネルギー情勢を見ていて、電力が不足してし

まうことを考えると、そのようなところも長期的に考えていく必要

があると思う。 

 

まちのイメージ図に関係してくるかと思うが、こちらは 2030年、

2050年で可能かどうかはわからないが、やはりまちづくりの中で脱

炭素に取り組んでいくということがハード対策でも必要になって

くると思う。市民対策の範囲を超えて、これは都市計画になってく

ると思うが、自営線を引っ張った DX を活用した電気の融通など、

DX、IoT、IT なども利用したエネルギーの使用方法を今後、都市開

発やまちづくりの中で進めていく必要があるのではないか。そのよ

うなものをロードマップの中に反映できるのかどうか、あるいはそ

の他の計画の中に入れていくのか、どのように所沢市として方向性

を考えているのかお聞きしたい。 

 

いただいた内容に関しては、まちづくり部門と協議を重ねてお

り、まちづくり部門においても脱炭素の視点は欠かせないという認
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識でいる。引き続き所管部門と協議を続けながら今後の所沢市のあ

り方について建設的な意見を交わしていきたいと考えている。 

 

例えば、工場の排熱の熱供給や熱の融通、余剰電力を足りないと

ころに供給するなど、ハード対策が今後大きな削減の効果につなが

ると思う。是非、都市計画、産業立地の面からも考えながら脱炭素

に取り組んで頂きたいと思う。 

 

このロードマップは行政全体にも反映する形で使われていくと

いうことで理解してよろしいか。 

 

ご認識のとおりである。 

 

それであれば、市民と今後一緒になっていくということか。 

 

市としての方向性になるので、ロードマップについては、まちづ

くり計画部門だけではなく、全庁で協議し情報共有を図りながら進

めたい。もちろん記載されたことが現時点で実施が決定されたもの

ではないが、方向性については全庁で合意を取りながら進めていく

ところである。そのため、まちづくり部門だけではなく、それ以外

の教育委員会などとも協議しながら進めていく所存である。 

 

そのような各部門からのご意見を我々にもご提示頂けるのか。他

部門も抱えている問題を共有して頂けると我々も議論がしやすい

かと思う。 

 

庁内での事務担当者間での意見交換の場などはあるが、他の審議

会等での方向性等は把握できていないので、今後、もし可能であれ

ば、皆様にも情報提供できればと思っている。 

 

2050年に温室効果ガス排出量実質ゼロというと、市全体で議論し

て頂かないと動いていかないと思うので、是非よろしくお願いした

い。 

 

議題（２）所沢市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）（案）

について事務局より説明。 
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〈質疑応答〉 

所沢市の事務事業編の中で排出量が一番多いところはどこか。も

し、部門別で分かればお願いしたい。 

 

本日、新しく配布した「所沢市の環境」をご覧頂きたい。P.46～

49に該当する内容が記載されている。こちらは、建物別ではなく部

門別で示されており、大きく分けて施設、自動車、その他に分かれ

ている。2021年度では、施設で 9,401t-CO2、自動車で 506t-CO2、そ

の他（廃棄物）で 29,784t-CO2 となっており、今回の事務事業編で

は廃棄物については抜いている。また、施設についての二酸化炭素

排出量は P.48 に記載しているが、主に電気が 4,000t-CO2近くを占

めており、燃料が 5,400 t-CO2近くを占めている。燃料の内訳につ

いては、都市ガスが最も多く、A重油、灯油、LPガス、軽油、ガソ

リンの順で小さくなっている。 

 

P.49を見ると、環境クリーン部を除くと、教育委員会と上下水道

局が多いのか。上下水道局が多いのはわかるが、教育委員会が多い

のは、学校の数が多いからということか。 

 

教育委員会の二酸化炭素排出量は、各学校で使われている電力等

も全て含まれるため、他の部署よりも高い値となっている。 

 

削減ポテンシャルとしては、このあたりになるか。学校等での削

減についても事務事業編ではつながってくると思う。また、上下水

道局についても、多くのエネルギーを使用するので、このあたりを

どのように減らしていくかだと思う。あとは、都市ガス、軽油のと

ころを電化につなげていくなどの対策が必要になってくると思う。 

 

中小企業からは脱炭素に向けて何をしたらよいか分からないと

いう声をよく聞く。資料 2については所沢市の事務事業編として庁

舎における対策なので、これらは、中小企業の業務部門に対する良

い事例になると思われる。ここで得られた対策等の情報は、中小企

業にも積極的にご提供して頂き、中小企業の脱炭素対策の一助とな

るようにしていただきたい。 

 

確かに区域施策編では市役所も民生事業部門に含まれるので、市

役所でできる対策はどのオフィスに対しても通じるものだと考え
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ている。今後、情報交換の場を設けるなどして情報提供を行ってい

けたらと思う。 

 

今のお話で言えば、ところざわ未来電力による削減を外した場合

もわかると思うので、その方が企業にとっては参考にしやすいと思

う。 

 

やはり施策が多いので、例えば各家庭ができるもの、企業ができ

るものなどでもう少しまとめるとわかりやすいと思った。学校での

対策も必要ではあるが、例えば、現在、学校側ではコロナ対策とし

て、石油ストーブを使いながらも同時に換気もしないといけないと

いう状況もある。一律にトップダウンで実施するというのは難し

く、保護者や市民の方の理解も必要と思う。環境教育においては学

校教育だけではなく社会や家庭などの生活の中でも活かせるよう

な取り組みができると、市民、保護者、子ども達が中心となって、

ボトムアップにつながると思う。そのため、各関係部署での連携が

必要になってくると思う。 

 

区域施策編と事務事業編が順番に出てきたが、事務事業編という

のは、所沢市がどのように考えていくのかということだと思うの

で、実現性が高いものだと思っている。一方、区域施策編は所沢市

の場合、民生部門での二酸化炭素排出量が多くなっているので、タ

ーゲットを明確にして実行していくことが必要と思う。 

 

やはり、2050年以降に生活している人たちが一番困るのは気候変

動で、それより年上の人達は自分達には関係ないと考えている可能

性が高く、そのような当事者になりうるような人達が意志をしっか

り持ってもらうと、逆に子ども達の意見を我々が反映していこうと

考えることもあり得る。その意味では学校側でどのような対応をし

ていくか、子ども達に対して何を伝えていくかということがこれか

らの地方自治体などでは大事になってくると思う。 

 

資料 2の事務事業編のご説明を聞いて、繰り返し出てくる名前が

「ところざわ未来電力」と「太陽光発電」。やはりこれらが一番効

果のあることはわかるが、太陽光発電であれば 20 年経つと廃棄物

になってしまうという話もあり、そのようなことも考えていく必要

があると思う。事実、太陽光発電に対しての関心の無さが先程の資
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料 1-2 の P.7 にある施策 12 においてもわかる。「ところざわ未来

電力」と市役所の連携でさらに普及できたら良いと思う。現実問題、

ところざわ未来電力の一般市民の加入率は非常に低い。これを進め

るためには、お互いに情報をさらに共有して伝わるようにした方が

良いのではないか。もう 1点、私どもは自分の会社でも自宅でも両

方とも太陽光発電を行っており、やはりやって良かったなと思う

が、家庭用は 10年で、企業用は 20年で売電価格が急激に下がって

しまう。一般家庭に太陽光発電を普及させるためには、何かメリッ

トがないと普及はしないのではないかと思う。設置した当時は、補

助金制度があり、もちろん今もあるそうだが、金額が非常に低い。

また、10年経って、卒 FITを迎えた家で太陽光発電をどのように活

用していくかというと、最近は全て自分のところで発電した電気で

賄おうという自家消費の動きが出てきている。これをやるには蓄電

池を設置しないといけない。そうなると、蓄電池を設置せずに太陽

光発電のみを設置しても、あまり意味がなかったと感じてしまう。

そのため、蓄電池まで含めた補助金制度のようなものが所沢市や埼

玉県、あるいは国でもあれば良いなと思う。先日、埼玉県知事とお

話する機会があったので、このことを申し上げたが、補助金制度は

あると言われ調べたら 10 万円で、蓄電池が 200 万円もするのに、

どうして 10万円しか補助金がないのか少し残念に思った。 

 

確かに太陽光あるいは風力もそうだが、蓄電池がないと自立がで

きない。そのようなところを是非考えたい。2050年温室効果ガス排

出量実質ゼロを目指すとなると、太陽光発電の売電価格も考え直さ

ないといけないと思うし、市でもそれに合わせて考えて頂きたいと

思う。 

 

ご指摘のとおり、家庭用での蓄電池における埼玉県の補助金は 10

万円と少額である。これでも今年になり 5 万円から 10 万円に倍増

している。太陽光発電は不安定な電源であり、埼玉県では是非蓄電

池と併せて導入いただきたいと考え、企業向けでは蓄電池と太陽光

発電をセットにしたときは 3 分の 2、太陽光パネル単体では 3 分の

1 と設定し、蓄電池と太陽光発電をセットで使って一つの機能を果

たすよう施策誘導をしている。10万円で少額なのは今後頑張って参

りたいが、しばらく続くかもしれない。 

また、削減の部分では、市民の努力と、電源構成という自然と減

っていく市民の努力から離れたところがあると思う。所沢市ではそ
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こは切り離さないという姿勢だと思うが、市民にとっては、いきな

り 46％削減ということよりは、必要な努力がどのくらいかわかりや

すく目標を細分化して示した方がやりやすいのではないかと思っ

た。 

 

私も、電源構成のところで市民の努力が報われないという結果に

なると、市民も残念になるかと思うので、市民の努力がわかるよう

に報告書も電源構成抜きで進めていった方が良いのではないかと

思う。 

 

必ず両方あってしかるべきだと思うが、一つの目安としてそのよ

うな切り取り方もあるのではないかと思う。 

 

所沢市のロードマップとしては、そちらの方が良いのかと思う。 

 

脱炭素先行地域およびスケジュールについて事務局より説明。 

脱炭素先行地域については、1回目、2回目の募集が終わり、既に

46 か所が選定されている。3 回目の募集が 2 月 7 日から始まり、2

月 17日までの募集期間となっている。その募集要領には、二酸化炭

素の削減量が今までよりもさらに高い目標となっており、所沢市の

目標においても今後、こうした国の動向も踏まえて方向性が決まり

次第この審議会においてもご提示する。 

次回の審議会日程について、5 月の連休が明けた頃で調整予定。

後日、メールにて日程調整についてご連絡する。 

 

それでは、これで本日は終わりたいと思う。 

 

閉 会  


